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• ICT産業のビジネス環境を規制緩和により、日本にデータを取
り戻す。 

• アジア情報ハブ拠点化のための規制緩和、世界のコンテンツ・
ICTサービス事業者が最も事業しやすい環境を整備 

FUKUSHIMA・データバレー 
・プロジェクト実現に向けて 

• ５つの取り組みと規制緩和で初期3920億円の成長を実現 
• 毎年約780億円を生み出す仕掛け 

• グローバルで急増するデータとインターネットトラヒック 
• ビッグデータ時代を迎え、欧米で推進されるデータ保護政策 
• 日本のデータ、データセンター拠点の海外流出 

• データの所在・保持・保護戦略の不在が招く危機 
• データを日本に取り戻し成長戦略・復興・国土強靭化に寄与 

本プロジェクトの背景及び目的 

急増するデータが海外流出、欧米で
推進されるデータ保護政策とは？ 

本プロジェクトの要旨 

① 

② 

③ 

④ 

ビッグデータ・ICT産業の集積に最も
適した地：会津若松市 

⑤ 
• 会津若松市で推進しているICT産業集積に向けた取り組み

のご紹介と優位性 

日本再興戦略KPIへの寄与 ⑥ 
• 日本再興戦略においてターゲットとしている、“世界経済の活

力を取り込めない日本経済”、“企業活動の不活性化”、“農
業分野”、“ICT分野”という4つの課題解消に寄与 
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①本プロジェクトの背景及び目的 

 データ戦略の不在が招く危機 

• ビッグデータ活用のもたらす経済効果は7.7兆円※1とされている 

• 人・モノ・カネに加え、情報（データ）は、重要な経営資源となっている 
昨今において、この重要な資産がビジネス環境の良い海外に流出しており、 
経済的な損失となっているだけではなく、カントリーリスクやセキュリティリスク
に晒されている。 
 欧米では既に自国が生み出すデータの囲い込み政策が進行している。 

 データを積極的に収集・活用している米国事業者等が世界中にサービスを展開。 

 一方日本では、戦略的に電気代を安価にし、基幹ネットワークの整備等を推進する海外
各国（シンガポールやマレーシア、香港等）にデータセンターを設置する企業が増加 

 そのトレンドは、我が国の大手企業も含め、各国のグローバル進出ICTサービス企業の 
誘致など、ビジネス機会を損失させ、今後の成長産業であるICTサービス産業の海外 
流出は、周辺産業へも悪影響を招くことになる。 

 また、政府が打ち出した、ビッグデータ戦略にも逆行し、今後の少子高齢化を見据えた生
産性の高いＩＣＴ産業が衰退する懸念がある。 

3 ※H25年 総務省情報通信白書より 



①本プロジェクトの背景及び目的 

 データを取り戻し成長戦略・復興・国土強靭化に寄与 

 アジア地域における情報ハブを整備し、アジアで最もICT

産業がビジネスしやすい環境を構築することで、データを日
本に取り戻し、国家成長戦略を実現する。 
 

 当該情報ハブの機能を福島県の各市が横断で担うことに 
より福島県全体の復興へ貢献する。 

 （高付加価値産業誘致による避難者の雇用創出） 
 

 首都圏一極集中しているデータセンター（72%) グロー
バルネットワーク（第3のIX)を分散し、ICTインフラの国

土強靭化を実現する。（首都圏直下地震や南海トラフ地震に備える） 
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②本プロジェクトの要旨 

ICT産業における日本の現状と目指すべき方向性 

• “日本にデータを取り戻す”、 “全体最適 / 分散”、“地方分散”、 “オープンデータ / ビッグデータ”、“付加
価値追求”、というキーワードが日本のICT産業の目指すべき方向性になる。 

5 

•オープンデータ・ビッグデータの活用 

•ICT利活用による健康・安全・多様な雇用 

•ICT利活用による災害に強い社会の実現 

•利便性の高い電子行政サービス 

•東京圏に集中するDC（データセンター）の地域分散・
連携 

•IX（インターネットエクスチェンジ）の地域分散 

•海底ケーブルなどの冗長化、等 

無駄な投資削減 

＋ 

国のICT政策 目指すべき方向（To-Be） 

地方分散・地方創生 

全体最適 / 分散 

オープンデータ 
ビッグデータ 

付加価値追求 

日本にデータを 
取り戻す 

一極集中 
（東京、大阪） 

個別 / 分離 

クローズドデータ 

コスト効率追求 

データセンタの 
オフショア化 

日本の現状（As-Is） 

成長戦略 

国土強靭化計画 
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②本プロジェクトの要旨 

５つの取り組みと規制緩和で約3920億円の成長を実現 

“FUKUSHIMA・データバレー・プロジェクト”の概要 
• 本構想では、 

①グローバルネットワークの整備（東北横断：いわき-郡山-会津-新潟） 

②グローバルデータセンターの整備・誘致（世界レベルの環境性能） 

③コンテンツ（サービス）事業者の活動しやすい規制緩和 

④ ICT専門大学である会津大学との世界レベルの共同研究とグローバル 

人材育成 

⑤「世界最先端IT国家創造宣言」を実現するための、実証フィールドを提供 

を促す規制緩和を実施し、 

 

事業規模、初期3920億円、運用開始後、年780億円のインフラ
事業を実現した上、サービス提供事業社の集積により、大きな副
次効果をもたらし、ICTによる成長戦略を実現する。 



②本プロジェクトの要旨 

初期3920億円、年次780億円の事業規模を生み出す仕掛け 
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• 我が国のインターネット総トラヒックの内、約4割以上は
海外からの流入※1つまり国内から海外のDCに設置され
たサーバ等にアクセスし、海外からサービス提供を受けた 
トラヒックが4割以上を占めている。 

 
国内から海外へアクセスし処理し、海外DCで処理され
ている66万※2台分の50％を国内DCに誘致ないし
は取戻し、国内で処理を実施できることを目標とする 
 

日本国内におけるDC/インターネット現状 グローバルDC誘致、整備による経済効果 

一
次
効
果 

二
次
効
果 

（
ラ
ン
ニ
ン
グ
） 

副
次
効
果 

（
相
乗
効
果
） 

• ビッグデータ利用、ICTコンテンツ活性化
（コンテンツ事業等の付加価値産業活性化） 

• 運用などサービス事業活性化 

データセンター 
事業収入※5 330億円/年 

再エネ等発電 
設備投資※7 
（再エネDCで 

実施した場合） 

330億円 

(110MW) 

DC建築・設備 
投資収入※3 

770億円 
（11000ラック） 

効果項目 目標(50%取り戻す) 市場 

回線収入※6 450億円/年～ 

建築・設備 
産業 

電力関連 
産業 

IT機器等製品 
販売機会創出※4 

2600億円 

(サーバ30万台) 

ICT関連 
産業 

通信産業 

各産業 

ICT関連 
産業 

国内利用者 

国内データセンター 

国内インターネットトラヒック 

海外データセンター 

主に国内60％ 海外から40％ 

 
地域インフラ整備 

投資 
550億円 建築・設備 

産業 

※各算出根拠はｐ８参照 



②本プロジェクトの要旨 

初期3920億円、年次780億円の事業規模を生み出す仕掛け 
（算出補足根拠） 
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• ※1  総務省「クラウドコンピューティング時代の データセンター活性化策に関する検討会 報告書」より 

 

• ※2 国内設置サーバ台数270万台内、データセンター事業者内 設置分約100万台(IDC Japan国内のサーバー設置台数調

査報告書より) がインターネットに接続され主に国内でのインターネットサービス処理を実施しているものと仮定。（一部国内から海

外への発信も含む）。 国内のインターネットトラヒックは全体の60%とすると、100万台で60％のトラヒックを処理していると仮定す

ると、海外で処理に使われたサーバは、国内サーバ(100万台 /60%)×40%=約66万台 

 

• ※3  PUE1.2のDCで1ラックあたり30台のサーバを設置可能と想定。66万台×50％÷30台＝11,000ラック。1000ラック 

のデータセンターにおける建築・設備投資が70億円程度であるため、70億円/1000ラック×11,000ラック 

• ※4 国内年間のサーバ出荷台数は55万台。出荷額は4500億円（IDC Japan資料より）海外DCではなく、    

         国内でサーバ調達・設置することで創出される機会 

 

• ※5   データセンターラックのサービス価格をラックあたり25万円/月とすると、25万/月×12ヵ月×11,000ラック＝330億円/年 

（ラックサービス価格には電力料金、地代、償却費、事業者利益等を含む） 

 

• ※6 国内屈指のICTサービス事業者であるYahoo Japanの年間通信料 60億円。光熱費70億円が主にDCにおけるものと 

想定。PUE1.5で試算するとサーバ数は2万台程度。提供するサービス内容等に依存するためサーバ数と通信料は正比例しないが、 

60億/2万サーバ＝1サーバあたり30万円/年ｘ33万台x50％（仮設定値）＝450億円/年 

 

• ※7 サーバあたりの電力量を1台300Wとすると、ラックあたり電力は300Wx30台ｘ1.2(PUE)＝約10KW 

     データセンター全体としては10KW/ラック×11,000ラック＝110MW。 

   110MWを風力発電設備で賄うと想定すると、10MWあたり30億の風力発電設備投資ｘ11基=330億円 
 

 
 



③急増するデータが海外流出、欧米で推進されるデータ保護政策とは？ 

グローバルで急増するデータ量とインターネットトラヒック 
• アジアを中心にデータ量は急増。2017年にはインターネットユーザ数は世界人口の48％(約36億人）

に達し、インターネットに接続されるスマート端末等のデバイスも120億台から190億台に増加。 
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• デジタル・ユニバース（1年間に作成・複製されるデジタル・
データ量）の規模は、2010年の2.8ゼタバイトから2年ごと
に倍増し、2020年には14倍以上の40ZB（40兆ギガバ
イト）にまで達すると予想※1 

• そのなかでも、中国の成長は著しく、2020年には世界のデー
タ量全体の22％を生成する 

※1 IDC Digital Universe 2012より 

2010 2015 2020 

世界のデータ量の急激な増加 世界中の人・モノが接続されｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾄﾗﾋｯｸが急増 

• 2017年の世界におけるインターネットトラフィック量は、固定
とモバイルを合算して年間1.4ゼタバイト（月間121エクサバ
イト)まで増加※2 

• 日本においてもトラヒック量は、2012年の年間27.6エクサバ
イトに対して、2017年には年間97.2エクサバイトと3.5倍に
拡大 

※2 Cisco Visual Networking Index（VNI）より 

60 

120 

(E
B

 p
e
r 

M
o
n

th
) 

2013 2015 2017 

44EB 

83.8EB 

120.6EB 人：23億人⇒36億人へ 
モノ：120億台⇒190億台へ 

デジタル・ユニバース構成 

http://images.google.com/imgres?imgurl=http://talkinstuff.files.wordpress.com/2009/05/laptop.jpg&imgrefurl=http://talkinstuff.wordpress.com/2009/05/16/will-traditional-television-go-by-the-wayside/&usg=__Dgl2uiJFQg8JoMNMLhETnYHOIW8=&h=449&w=500&sz=36&hl=en&start=2&um=1&tbnid=SVq8wDzMz9MHhM:&tbnh=117&tbnw=130&prev=/images?q=laptop&hl=en&rls=com.microsoft:*:IE-SearchBox&rlz=1I7ADBR_en-US&sa=N&um=1
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③急増するデータが海外流出、欧米で推進されるデータ保護政策とは？ 

デジタル化進行に合わせ世界のデータセンター市場も成長へ 

• 世界中でサービスを提供を行うコンテンツ事業者を有する米国を中心に、アジア・太平洋（日本の除く） 
南米等においても今後データセンターの集積が進むと予測されている。 

• 特にアジア・太平洋地域（日本除く）は、政府が戦略的に海外企業のデータセンター誘致を積極的に 
推進。 



③急増するデータが海外流出、欧米で推進されるデータ保護政策とは？ 

ビッグデータ時代を迎え欧米で推進されるデータ保護政策(1/2) 

• 欧米では、ビッグデータ時代を迎える中、消費者保護と産業創出の新たなバランスの在り方を模索し、 
パーソナルデータに関する議論が積極的に展開。欧米共にパーソナルデータの活用が新産業創出の際
に重要な役割を果たすと明示している。 
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パーソナル 
データ保護 

ネット世界 
における 
著作権 

米国 欧州（EU） 

EUデータ保護規則提案 
• 2012年1月、1995年に制定したデータ保護指令の包括

的に改正。「データ・ポータビリティの権利」や「忘れてもら
う権利」を認め、また、各国のデータ保護機関の権限強
化。 

• EU域内の事業者に対しては義務を追加、EU域外の国に
対してもデータ移転にあたって「十分なレベル」の個人デー
タ保護を要請。  

• 民間の自主規制重視。事前の本人承諾
が必ずしも必要ではない（オプトアウト） 

• 法律による規制重視。個人情報利用にあたり事
前の本人同意が必要な（オプトイン） 

米国消費者データ・プライバシー権利章典 
• 2012年2月、オバマ大統領が「ネットワーク化された世界に

おける消費者データ・プライバシー」を公表。 
• パーソナルデータが新産業創出の強力なドライバーとなる
可能性に触れつつ、消費者が自らの情報をコントロール
する必要性に関して言及。グローバル相互運用や、通信
履歴に基づき個々の消費者をターゲットにオンライン広告な
どの追跡を禁止する（Do Not Track）原則が明記 

• プロバイダ責任制限と著作権保護期間の延長
を定めた1998年の「デジタルミレニアム著作権法
＝DMCA」を策定 
 

• フェアユース規定によりグローバルレベルのICT
新サービスが次々に創生されている 

• プロバイダ責任制限として「電子商取引指令
（Electronic Commerce Directive、
2000/31/EC)」を策定 
 

• 日本のプロバイダ責任制限法同様、著作権を
含む全ての分野の責任ルールを一括で定儀 

日本においても、アジアの新興国との共通化連携を視野に入れたデータ保護の法整備 
（データ保護庁）その上でデータを日本に置くことの信頼性を構築することが重要 



③急増するデータが海外流出、欧米で推進されるデータ保護政策とは？ 

ビッグデータ時代を迎え欧米で推進されるデータ保護政策(2/2) 
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データ保護の 
規制や制限 

米国 欧州（EU） 

• EU内の住民の個人情報に関して十分なデータ
保護レベルを確保していない第三国へのデータ
の移動を禁止 

• 十分な保護水準を確保している国・地域は、ス
イス、カナダ、アルゼンチン、ガンジー島、マン島、
ジャージー島の６つのみ 

• 米国はEUとの間でセーフハーバー協定を締結
することで、その認証を受けた企業・組織への
データ移転が可能  

米国愛国者法 
（USA Patriot Act) 

EUデータ保護指令 
（Data Protection Directive) 

• 2001年9月11日に発生した同時多発テロ事
件を受け、捜査機関の権限の拡大や国際マ
ネーロンダリングの防止、国境警備、出入国管理、
テロ被害者への救済などについて規定 

• テロリズムやコンピュータ詐欺及びコンピュータ濫用
罪に関連する有線通信や電子的通信を傍受す
る権限を明記するとともに、捜査機関は金融機
関やプロバイダの同意を得れば、裁判所の関
与を求めることなく操作を行うことができることを
規定 

 
• 米国企業が海外にDCを置く場合も、米国 

愛国者法の管轄にある。 
• クラウドサービスを利用する場合、他ユーザが捜

査を受けることで、自社もシステム停止などの影
響を受けるリスク 
 

 

• 日本は十分な保護水準を達していないとして 
対象外 

• EU内の住民の個人情報を扱う場合は、同指
令に準拠したデータの保管、DC立地を考慮す
る必要がある。 
 

日本においても国民データの第三国への移転について、国際的な立ち位置、保護策、権限 
を明確にすべきではないか？ 

• 欧米等は国民などのデータ保護やデータの扱いに対して、対外的なスタンスを制度化し明確にしている。 

• 日本においては特に第三国への個人データの移転について明確な規定は無い 



③急増するデータが海外流出、欧米で推進されるデータ保護政策とは？  

（参考）戦略的データ利活用の事例① Code for America 

• 政府のデータを開放しプラットフォーム化。民間企業や市民が参加し新しい行政サービスを創出。 
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概要 

特徴 

2009年に設立されたNPO(民間非営利組織)。 
当団体は、オープンガバメントは地方にこそ必要である
との考え方から、自治体と市、州、国などの自治体に
エンジニアを派遣し、都市の課題を行政の担当者と分
析し、課題解決や行政サービスの向上につながる
Webサービスを開発。 

データ化 
• 行政が公開している様々な公共データを利用す

るとともに、構築したサービスのソースコードを公開 
 
利用するAPI 
• CSVや.XML、XLS、RDF形式などで公開され

ているデータを利用。 
双方向 
• 現在、30の自治体が参加しており、2013年

には27種類のアプリケーションまたはサービス
がリリースされている。ボストン市で展開したサー
ビスのソースコードを公開し、他州での行政サービ
スへの向上につなげている。 



③急増するデータが海外流出、欧米で推進されるデータ保護政策とは？ 

 （参考）戦略的データ利活用の事例② Recovery.gov 
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概要 

特徴 

米国政府が2009年、景気対策法に基づく政府支出の透明
化を目的としたサイトを公開。景気回復に関し連邦政府が収
集したデータを公開。 
 

データ化 
「何にいくら使われているのか」、「どのくらいの雇用が創出され
たか」、「そしてそれらはどの地域で起こっているのか」、「どのよう
な政府契約が締結されたか」といった情報を公開。 
公開するAPI 
CSV、JSON、PDF、RDF、RSS、XLS、XML、地図や図形
で標準的に使われるKMLやSHP形式で公開。 
金融や雇用、科学技術、交通、小売、通信、貿易、エネル
ギーなど46のカテゴリに分類して公開。 
双方向 
データを公開するだけではなく、電子メールやfacebook、ブロ
グ、Twitterなど様々な手段で米国民の意見を募集。 
 

Recovery.gov mobile  

公開されているアプリケーション 

効果 

国民から予算の無駄遣いや不正
行為、悪用などを連邦政府に
フィードバックができ、経費削減につ
ながっている。 
一般国民が税金の使用用途につ
いて関心を持つきっかになっている。 

概要 
一般会計予算データを基に、各種
税金の用途を見える化したサービ
ス 

利用 
データ 

州ごとの収支情報 



香港 

シンガポール 

マレーシア 

タイ 

③急増するデータが海外流出、欧米で推進されるデータ保護政策とは？ 

日本のデータ・核となるデータセンター拠点の海外流出 
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BigData 
購買データ、個人データ、
行動データ、商品データ 

国内情報、、etc 
 

海外データセンター 

• 我が国のインターネット総トラヒックの内、約4割以上は海外
からの流入。 

• 全世界でサービスを提供するGoogleやFacebook等が保有
するサーバ数は、日本国内の総サーバ数を上回る。 

日本国内における 
全サーバ設置台数※1 

約270万台 

Google/Apple/Amazon/ 
Microsoft/Facebook 

5社のサーバ台数※2  
270万台以上 

※1 IDC Japan国内のサーバー設置台数調査報告書より 
 

＜ 
• クラウドの普及により国内企業のデータセンター拠点はこれま

での東京 or 地方から、日本 or アジア拠点の比較へ 
• シンガポールや香港等は政府主導で積極的な知識集約産

業の誘致政策を実施 

データを基に
新サービスを
創出・展開 

ビジネス環境の良いアジア各国へデータセンターの流出 日本国民、企業の各重要データは海外へ流出 

グローバル企業のDCアジア拠点として移転が加速 

※2 各社のデータセンターにおける消費電力より算出（推定値） 
 

• 現状の日本においては、大手企業を中心にデータセンターの海外拠点化が加速。また、海外データセンター 
（特に米国事業者）からのインターネットサービスの提供を受け、国民や企業のデータが海外へ。 



④FUKUSHIMA・データバレー・プロジェクト実現に向けて 

FUKUSHIMA・データバレー・プロジェクト全体概要（1/2） 
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コンテンツ事業者 

首都圏を経由しない新たな 
グローバルネットワークの整備 
（いわき-郡山-会津-新潟） 

環境性能の高い 
データセンターの整備 

コンテンツ事業者の誘致 

ICTを活用した 
ビジネス環境の改善 

先端ICT 
実証事業の実施 

• “FUKUSHIMA・データバレー・プロジェクト構想”では、“グローバルネットワークの誘致”、“環境性の高
いデータセンターの整備”、“コンテンツ事業者の誘致”、“ICTを活用したビジネス環境の改善”、“先端
ICT実証事業の実施”を産み出す規制緩和を実施し、成長戦略に寄与する。 

データセンター事業者 



④FUKUSHIMA・データバレー・プロジェクト実現に向けて 

データを取り戻しICT産業集積に立ちはだかる課題・規制 

• 本プロジェクトを実現するためには、“国際的なデータ保護策の実施”と、“円滑なネットワーク工事実施に
資する規制緩和”、“DC・コンテンツ事業者集積に資する規制緩和”、“先端ICT実証事業実施を促す
規制緩和”を実施する必要がある。 
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• 先端的なICT技術を前提とした制度・手続きが設計されていない 

コンテンツ事業者誘致・ 
ビジネス環境整備に 

関する規制 

ネットワーク・DC 
整備に関する規制 

先端ICT実証事業実施に 
立ちはだかる規制 

• ネットワークの掘削工事、データセンター建設、環境条例に係る
規制が、手続き負荷の増大や、コスト増の原因となっている 

• 個人情報のデータや著作権等に関する規制が、コンテンツ事業
者等のプロバイダーにとって不利なものになっている 

• 起業に係る手続きや納税に係る手続きが煩雑（世界銀行の
ランキングで100以下） 

併せて、設備投資や固定資産税を中心とした減税措置が望ましい 

国際的な国民データ保護策 
が不明確 

• 欧米等に比して、我が国の国民データの取り扱いに対する対外
的な法律、制度が不明確。 

• 国民データ流出、事業者流出につながり、データを活用したビジ
ネスで遅れをとっている。 

 



④FUKUSHIMA・データバレー・プロジェクト実現に向けて 
対外的なデータ保護措置の立案 

• 我が国の国民データの利活用に関して、対外的な制度を制定し、一定のルールの上での国際競争を 
行うべき。また、同ルールに基づき海外のサービス事業者を戦略的に誘致し、国内にデータを取り戻すべき 
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EU 

米国 日本 

日本 
国民情報 

EU 
国民情報 

規制なし 

日本 
国民情報 

原則規制なし 
※但し、愛国法により国内法を国外の自国 

企業にも適用できる 

 

米国 
国民情報 

EU 
国民情報 米国 

国民情報 

Google、Apple、
MS,SalesForce、

Facebookなど協定認定され
た企業は、EU内の個人データ
を米国(DC)に移転可能 

企業がEU内の個人データを扱う
場合はEU内などにDCを立地し
てサービスを行う必要あり 

• 海外企業が日本国民のデータを利活用を行う場合の制限・ルールの明確化 
• セーフハーバー協定のような国際間のデータ取り扱い協定をEU等と実施 
（企業が欧州等にサービス行う場合も日本国DCからサービス提供できるようにする） 



④FUKUSHIMA・データバレー・プロジェクト実現に向けて 

本プロジェクト実現に向けた規制緩和案 全体像 

• 本プロジェクトを実現するためには、“ネットワーク・DC整備”、“コンテンツ事業者・ビジネス環境整備”、 

“先端ICT実証事業”に係る規制緩和が必要。 
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ネットワーク・DC整備 コンテンツ事業者・ビジネス環境整備 先端ICT実証事業 

①ネットワークの掘削工事において、3年以内の道
路再掘削禁止が定められているため、スムーズな
敷設が出来ない（国交省：道路法） 

②通常の建築物同様の耐震性、消防関連の規
制、法定点検が求められ、コスト高の要因となっ
ている（国交省・消防庁：建築基準法、消防
法、電気事業法） 

③環境条例に基づくCO2報告義務がDCに集中し
効率化させるためのインセンティブになっていない
（都道府県、環境条例） 

④規定の電気検定メータしか使えないため、柔軟
な料金体系を組みにくい（経産省、計量法） 

①平成18年に定めた5年間の繰り返し工事規制
に関する特例措置を延長 

②人の出入りが少ないことから、耐火性・耐震性に
関する検査などの基準を緩和し、法定点検を一
定の基準を定めた上で自由化 

③DCのCO2増加は利用量の増加、つまりデータ
処理集中による全体のCO2削減を意味すること
からPUE1.5以下の高環境性能のデータセン
ターについては報告義務を緩和 

④電気メータを自由化（スマート化） 

 

①特に不特定多数のデータを集めるような事業者
にとって、不可避な著作権侵害による損害賠償
リスクがあり、国内ＤＣでの事業が困難になって
いる（文科省、著作権法） 

②個人情報を含むデータの取り扱いについて、明
確な定めがないために、オープンデータの普及や
活用が困難（総務省・厚労省・自治体、個人
情報保護法） 

③新規事業の開始や、徴税の手続きが他国に比
べて煩雑で効率化されていない（総務省・国税
庁・法務省・経産省、会社法、法人税法、地
方税法、工場立地法等） 

①著作物のフェアユースの規定、コンテンツプロバイ
ダ（動画サイトなど）への免責条件の緩和（プ
ロバイダ責任制限法の対象拡大） 

②匿名化した個人情報の取り扱いについて、商用
利用（売買）まで含めた明確なガイドラインを
特区内でテスト的に発布 
（現在も法律上、匿名化された個人情報の利
活用は認められているが、匿名化の基準が不明
瞭なため利用されず） 

③事業開始や、徴税の手続きを簡略化 

①戸籍法と住民基本台帳法で住民票等を取得
する際、本人確認書類の提示が義務付けられ
ている 
（総務省、戸籍法・住民基本台帳法） 

 

①本人確認手段の範囲を拡張し、顔等のバイオメ
トリクス情報で確認できるよう、緩和 

現
状
の
課
題 

規
制
緩
和
案 



④FUKUSHIMA・データバレー・プロジェクト実現に向けて 

アジア情報ハブ拠点化ネットワーク実現とデータセンターを誘致 

• アジア情報ハブ拠点化ネットワーク実現とデータセンターを誘致するためには、DC建設やネットワーク増設
に係る煩雑な手続きの簡素化や規制の緩和が必要 
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アジアにおける情報ハブ拠点化に向けて 

アジア進出 
企業の呼び込み 

• 土地代や人件費の高い東京ではなく、地方DCとアジア
諸国のDCで競争し、国外企業を呼び込む 

• グローバルネットワークを整備 

• 東京に一極集中しているDCを地方に分散 

• 平成18年に定めた5年間の繰り返し工事規
制に関する特例措置を延長 

• DCは人の出入りが少ないことから、耐火性・
耐震性に関する検査などの基準を緩和 

• 法定点検を一定の基準を定めた上で、 
自由化 

• DCのCO2増加は利用量の増加、つまりデー
タ処理集中による全体のCO2削減を意味す
ることからPUE1.5以下の高環境性能のデー
タセンターについては報告義務を緩和 

• 電気メータを自由化（スマート化） 

必要な規制緩和 

 アジア情報ハブは、分散DC等で各地域の
DCと連携したり、各大学と連携し成果を
シェアすることで、付加価値が向上し、日本
全体の成長戦略とする 



④FUKUSHIMA・データバレー・プロジェクト実現に向けて 

世界のコンテンツ・ＩＣＴ事業者が事業しやすい環境を作る 

• 日本のビジネス環境の現状に鑑み、著作権に関する規制緩和等、コンテンツ・サービス事業者が、ビジネス
を推進しやすい事業環境の整備が必要。 
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• 著作物のフェアユースの規定、コンテンツプロバイダ
（動画サイトなど）への著作権違反に係る免責条
件の緩和（プロバイダ責任制限法の対象拡大） 
 

• 匿名化した個人情報の取り扱いについて、商用利
用（売買）まで含めた明確なガイドラインを特区内
でテスト的に発布 
（現在も法律上、匿名化された個人情報の利活用は
認められているが、匿名化の基準が不明瞭なため利用さ
れず） 
 

• 新規事業開始や、徴税の手続きを簡略化 

ビジネス環境の現状（世界銀行/2012年) 
必要な規制緩和 

20位 ビジネス環境の現状 

新規事業の開始 

建設許可の取得 

電力受給 

不動産登記 

信用力 

投資家の保護 

徴税 

対外貿易 

契約の強制力 

破産処理 

107位 

63位 

26位 

58位 

24位 

17位 

120位 

16位 

34位 

1位 

*2013年は、24位 



④FUKUSHIMA・データバレー・プロジェクト実現に向けて 

先端ICT実証事業実施を促す規制緩和案(1/2) 

どこでも顔パスプロジェクト 手ぶらで本人確認を可能に！ 

• 国民一人一人に固有なデジタル本人情報を用いて本人証明を行うことができれば、究極的にはカード
等の物理媒体に依存する必要がなくなる。 

• 戸籍法と住民基本台帳法で義務付けられている本人確認書類について、顔パスで確認できるよう、
規制緩和が必要になります。 
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自分自身が 
  証明書 

本人証明基盤 
（デジタル本人情報による認証） 指紋 虹彩 

・・・ 

リアルタイムで本人証明 

静脈 

手ぶらで通院 
おばあちゃんが挨拶をするだけで

保険証代わりに 

手ぶらで通勤 
手をかざすだけで 
スイカ代わりに 

手ぶらでドライブ 
手をかざすだけで 
免許証代わりに 

手ぶらでコンビニ 
レジに並ぶだけで 

電子マネー代わりに 

手ぶらで市民サービス 
手をかざすだけで 

本人確認書類代わりに 
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イーコマースプラットフォーム 

 
④FUKUSHIMA・データバレー・プロジェクト実現に向けて 

先端ICT実証事業の実施を促す規制緩和案 (2/2) 

ＩＣＴを活用したTPPに備えた攻めの農業の実現(輸出促進） 

• 会津若松市と姉妹都市提携予定であるアムステルダムとの連携し、農産物をイーコマース等を通じてダイ
レクトに輸出する仕組みを試行し、農産物海外展開のモデルを構築します。 

• 相手先国との調整の上、検疫・輸出手続き等の簡易化を実現する規制緩和が必要になります。 
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Ｉ
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Ｔ
を
活
用
し
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農
産
物
輸
出
プ
ロ
セ
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輸出検疫 輸入検疫 国内流通 海外流通 

海外検査 
機関 

国内検査 
機関 

小売店 
国内輸出事業者 

ディストリ 
ビューター 

海外検査 
機関 

国内検査 
機関 • 検査準備の簡易化・検査の迅速

な実施 
• 直販による生産者～消費者の距
離の短縮 

もも みしらず柿 

甘草 

• 輸出入検疫の手続きのための条件が煩雑で、事
前準備・手続きそのものに時間がかかる 

海外輸入 
事業者 

検査に必要な情報の事前提供 
（トレーサビリティシステムの活用により生産に係る情報の信頼性を担保） 



 
 
④FUKUSHIMA・データバレー・プロジェクト実現に向けて 

ICT産業は他産業への波及効果が大きい新たな基幹産業 
（参考）ICTと他産業融合の効果 デンマークメディコンバレー 
• デンマークではICTと医療を融合させる政策としてメディコンバレーを設置し、診療情報、処方情報等の

医療情報に加え、遺伝子情報や、検体まで、共通番号に紐づけ管理、研究に活用。結果、大きな経
済効果を生んでいる。 
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Danish National Biobank 

• 2012年3月に、SSI（Statens Serum Institut）に 
より、医療・バイオ分野の研究開発力を高めるために設置 

• 診療情報に加え、遺伝子情報や各種検体（血液・細胞
等）までCRP（共通番号で）一元管理 

• データ保護庁の許可、BIOBANKとの契約があれば、全て
の情報・検体が研究・開発に活用可能 

全国民の検体を保管 
するハイテクな倉庫 

2012年3月にオープンした 
Danish National Biobank 

•414の企業が集まる産業集積 

（3つの大学、9つの病院も） 

•4万人以上の雇用創出 

• GDPの20%を占める経済効果 

アウトカム 

• 人口対医療関連研究発表数は全世界で2位
（千人当たり約1.8件） 

• 人口対治験数は世界で1位 
（100万人あたり40人以上） 

• 研究の質に関する評価はロンドン・パリに 
続く第3位。約120のパイプライン 

• 9.9兆円のヘルスケア関連輸出 
（全輸出の10%） 

日本においては、マイナンバー法案施行の先を行く生体認証に関わる実証や、 
TPPを見据えた攻めの農業実現のためのICT融合を進めるべき 



⑤データ・ICT産業の集積に最も適した地：会津若松市 

ICT専門大学の会津大学、豊富な再生可能エネルギーの 

メッカ、ハイテクから農林業に至るまでの幅広い産業構成 
• 本プロジェクトについて、会津若松市の特性に鑑みると、本自治体が正に適任であると考えられる。 
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猪苗代湖 

風力発電 
（郡山布引高原） 

風力発電 
（天栄村） 

水力発電 
（阿賀川水系） 

水田 

病院 

観光地 

工場 

市役所 

ハイテクプラザ 

水田 

白虎隊 日橋川 

阿賀川 

住宅 
ICT産業 

水力発電 
（猪苗代湖） 

バイオマス 

ハイテク 

会津大学 

工場 

伝統工芸 

住宅 

鶴ヶ城 
温泉 

ヘルスケア 

アムステルダム 
（オランダ） 

提携 

ICT企業・ベンチャー 

• ICTベンチャーが集積しており、地元を
巻き込んだ先端的なICT実証が可能 

震災復興 
• 自らの復興と大熊町の避難者の受け
入れ等、県全体の復興に寄与。雇用
の創出が課題 

DCと親和性が高い自然環境 
• 豊富な降雪量を誇り、気温が一年を
通して涼しく、冷却効率が良いため、コ
スト優位を実現可能 

アムステルダムとの提携（9月末予定） 

• 農業とスマートシティ領域において、アム
ステルダムと提携しており、国をまたいだ
連携も可能 

再生豊富なエネルギー 

• 各種発電機能があり、再生可能エネル
ギーが豊富 

太平洋と日本海をつなぐ要所 
• 磐越道を介していわき、新潟へ繋がって
おり、北米からアジアをつなぐネットワーク
の拠点となりうる 

固い地盤 

• 地盤が固く震災等にデータを守る拠点
として有効 

ICT大学 

• ICT専門大学である会津大学が存在 
• ICT人材の輩出 

http://www.villa.co.jp/gallery/img/DSC00421.JPG
http://www.villa.co.jp/gallery/img/DSC00421.JPG
http://tabidoki.jrnets.co.jp/e07/spot/3911.html
http://wrs.search.yahoo.co.jp/_ylt=A3xTpoLWgChSLA0AF5mDTwx.;_ylu=X3oDMTFvMm10N2ZmBHBhdHQDcmljaARwb3MDMQRwcm9wA2lzZWFyY2gEcXADcWh2BHNjA0RSBHNlYwNzYwRzbGsDaW1n/SIG=1au5u2lvn/EXP=1378486934/**http:/rd.yahoo.co.jp/search/direct/isearch/%A5%AA%A5%E9%A5%F3%A5%C0+%B9%F1%B4%FA/%A5%AA%A5%E9%A5%F3%A5%C0+%B9%F1%B4%FA/*http:/image.search.yahoo.co.jp/search?rkf=2&ei=UTF-8&p=%E3%82%AA%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%83%80+%E5%9B%BD%E6%97%97


• 地域優位性を生かす「再生可能エネルギー利用認定」や本プロジェクトを推進することで、アジア諸国と競
争できる環境を実現 
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⑤データ・ICT産業の集積に最も適した地：会津若松市 

データセンター拠点としてのアジア諸国との比較概要 

優遇制度 

人材 

インフラ 

基幹 
ネットワーク 

電力 

人材 

立地 

環境 

立地 

自然環境 

自然災害 
リスク 

コスト 

電力(kwh) 

人件費 

法人税 

政治情勢等 
（経済平和機構ランク） 

福島（会津）   東京 シンガポール マレーシア 

ふくしま産業復興投資促進
特区（法人税等の特別控
除） 

アジアヘッドクウォータ特区 

外資法人税減税、各審査 

規制緩和、など 

ＩＤＡ主導で積極誘致活
動、政府利用や、減税措置、 

Ｒ＆Ｄ助成など手厚く支援 

アジア情報ハブ構想「MSC」
を推進。認定企業に税優遇、
助成など手厚く支援 

IXが集中、コンテンツ事業者
も集中しているため豊富 

国際ケーブルが集積。 

政府主導でインフラ整備 

特区を中心に急速に発展。 

誘致企業に安く提供 

火力・原子力中心。 

電力不足 

電力安定であるが、 

火力中心 

電力が安定。今後再生 

可能エネルギーも推進 

各企業のヘッドオフィスが集
積。人材豊富 

英語、中国語を話せ、スキル
の高い人材が豊富 

英語を話せ、スキル高い。特
区内に大学を付設、 

首都として発展するが 

大型ＤＣ用の土地は少ない 

国土の面積が狭く、利活用
可能な土地が少ない 

未開の土地も多いため、 

土地は豊富 

16.3℃ 26～27℃ 26～27℃ 

関東大震災、東南海地震 

などのリスク 
災害リスクは少ない 災害リスクは非常に少ない 

13～14円（値上げ後） 
17.1円※ＤＣは半額など 

電力助成あり 
7.1円 

460万～ 220万～ 100万～ 

42％ 20％ 17％ 

5位 20位 23位 

強化必要 

豊富な再生可能 
エネルギー 

ＩＣＴ専門大学である 

会津大を有し、人材豊富 

自然の山に守られ、地盤も 

安定。土地も豊富 

地震時も安定。津波はなし 

12円 

380万～ 

11.4℃ 

インフラ整備と合わせて再生可能エネルギーの利用認定など、他国では実施できていない地域の強みを生かした制度の設置推進 

特
区
等
の
制
度
補
助
で
カ
バ
ー
（
法
人
税
減
税
、
電
力
助
成
）

 



⑤データ・ICT産業の集積に最も適した地：会津若松市 

これまでの取組事例の紹介(1/4) 会津大学復興支援センター 
• FUKUSHIMA・データバレー・プロジェクト構想の中核機能を担う、会津大学にて産官学連携促のための復興支援セン

ターを立ち上げ、中核施設として先端ICTラボの整備を推進中。また、会津若松市において大学周辺のR&D拠点を計
画・推進 
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FUKUSHIMAデータバレー中核拠点イメージ 

オフィス機能やR&D機能、エネルギー 
センター等の整備を計画・推進 

会津若松R&D拠点（イメージ） 

会津大学復興支援センター 
会津大学先端ICTラボ（イメージ） 

省エネ次世代データセンター 次世代ICT人材 
（アナリティクス、セキュリティ） 

現在建築中。2015年春以降竣工 

国家戦略特区をトリガーに推進 

大学卒業生 

都心部から移転 
（人材・コストメリット） 

都心と同等の 
施設・スペースで 

坪単価2万1万 

http://www.google.com/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&docid=ej68USKiAmHnrM&tbnid=5V49BoqUP49sQM:&ved=0CAUQjRw&url=http://www.pomeroy.com/home/what-we-do/managed-services/managed-cloud-services&ei=-b9TUpmtDsSU0QXc2oCoDg&bvm=bv.53537100,d.d2k&psig=AFQjCNG7FVt005zH-TJyFLisIsrGf2Theg&ust=1381306668736752


⑤データ・ICT産業の集積に最も適した地：会津若松市 

これまでの取組事例の紹介(2/4) アナリティクス人材育成 

• 会津大学において実践的アナリティクス講座を開始。テクノロジーの点ではアナリティクスの礎は整いつつあ
るが、一方で「人材（タレント）」については、国内で圧倒的に不足しており、会津大学において、アナリ
ティクス講座を開始 
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会津の地でアナリティクスセンター 
の構築を目指す 

• 国内外にアナリティクスサービス
提供（海外進出企業、東南
アジア企業等） 

専門学校・短期大学・大学(学・修・博士)合計 
単位：百万人 

2.6
3 

0.94 

1.19 

0.37 

0.42 

0.04 
0.06 

0.15 0.16 
0.01 -0.01 

0.11 
China India US Brazil UK Japan 

2010 

2015 

STEM Talent 数*1 

*1：Accenture Institute for High Performance analysisより 

アナリティクス産業の必須人材 
 “STEM Talent” 

Scientists  科学 

Technologists 技術 

Engineers 工学 

Mathematicians数学 

日本国内のSTEM Talentは、2010年において10万人程度で
今後も増える見込みは少ない 

今後は中国とインドが主要な人材供給源 

 科学、工学や数学等の理系知識・技術
を有した、いわゆる「理系」人材 

 建築業にセメントが必要であるのと同様に
、アナリティクス産業においてはSTEM 
Talentが必須 

ベンチャー体験工房 “ビジネスアナリティクス
講座” 開始 （2012/4/11～） 

2013/1/28 
日経新聞 
（1面） 



会津若松市内100世帯に電力消費
測定装置（HEMS）の設置 

⑤データ・ICT産業の集積に最も適した地：会津若松市 

これまでの取組事例の紹介(3/4) スマートグリッド標準事業 

• 複数メーカーのHEMSと連動可能なCEMSを構築し、地域主導のオープンなスマートタウンを実現。市内
100世帯に設置し、本年3月11日よりサービスを開始。30％の電力削減を達成。 

電力消費測定装置（HEMS）設置状況 
（電力消費測定装置(HEMS)の設置箇所、 

及びデータセンターの位置） 

：電力消費測定装置（HEMS）の設置箇所 

多種多様なＩＣＴ端末による 
「見える化サービス」 

（時間別・日別の消費電力量画面等） 
※レスポンシブWebデザインに対応 

福島民友（平成25年2月27日付記事） 
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⑤データ・ICT産業の集積に最も適した地：会津若松市 

これまでの取組事例の紹介(4/4) 木質バイオマス発電を活用
した、再生可能エネルギーへのシフト 

• 会津では、林業とバイオマス発電の一体的な推進により、「雇用創出」と「自立型エネルギー社会の実現」
という２つの命題を同時に達成する施策を推進。 

燃料（木材）の「地産」 
⇒山林の再生、林業雇用増加 

30～50km圏内の山林 

林野庁 

福島県 

市町村 

森林整備 
（間伐等）に 
係る補助金 

電力の「地消」 
⇒スマートシティのモデル地域 

温泉街 公共施設 観光施設 

地域内施設 

チップ化 

集中土場 

C材 D材 

電力販売 

CO2吸収 

グリーン発電会津 
5000kW 

年間6万トンの 
山林未利用材の需要創出 

⇒森林整備（間伐）の促進 

建材 パルプ 

高品質木材を選別して 
供給することで価格アップが

可能 

エネルギーの「地産」 
⇒山林未利用材を資源に転換 

CO2 
CO2 

 
 
 
 

会津地方では、 
2～3基の追加建設 

が可能 

A材 B材 

鶴ヶ城 

50% 

50% 
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http://tabidoki.jrnets.co.jp/e07/spot/3911.html


⑥日本再興戦略KPIへの寄与 

• 本プロジェクトを実現することで、日本再興戦略としてターゲットとしている、“世界経済の活力を取り込め
ない日本経済”、“企業活動の不活性化”、“農業分野”、“ICT分野”という4つの課題解消に寄与する
ものと想定。 
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世界経済の活力を 
取り込めない日本経済 

企業活動の不活性化 

農業分野 

ICT分野 

項目 課題 想定効果 

世界のビジネス 
環境ランキング 

設備投資 

農水産物・ 
食品の輸出額 

公共データの 
民間開放 

• 海外と競争力のあるサービスレベル・コストのネットワーク回線や
DCが整備され、加えて、制度面でのビジネス制約が緩和されるこ
とで、アジアで1位のICTビジネス環境を目指す。 

• 特区区域にデータセンターを誘致・建設することで、約3920億円 
程度の設備投資、市場機会の創出が発生するものと想定 
※試算ロジックについては、P8参照 

• 検疫等の都合で、Eコマースの分野で提供できていなかった農産
品を扱うことで、年間約335億円輸出額に程度貢献するものと
想定 
※越境ECに関する対中国、対アメリカの売上データより、（経済産業省調査データ）全世界に対するEC売上規模を約4,650億円と算出し、農産

品のEコマース販売が解禁された場合に、検疫等の規制が厳しくない対香港輸出を例に、対香港輸出全体における農産品の割合（約6.7%）と、
Eコマース全体における農産品の割合が同程度になるものと仮定して試算 

• 公共情報のオープン化による新たな産業を生み出し成長させるためには、
データの所在、保持、保護戦略とでデータ活用の環境整備が先決、現在の
データの海外流出を見直し、国内へデータを取り戻す戦略を実現し、日本
全国の真のオープンデータ戦略に寄与し、世界最先端IT国家創造宣言を
実現する。 


